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１ 財政規模



１ 鳥取市の財政規模
（１）歳入・歳出決算額の推移

鳥取市では、平成16年度の市町村合併後、合併算定替による平成27年度以降の普通交付税の段階的減少を見据え、投資的経費の圧縮
などにより普通会計※ベースでの歳入・歳出決算額を800億円前半に抑制してきました。
しかし、平成20年秋のリーマンショックによる景気の低迷、⾧引くデフレに対し、国の緊急経済対策等を活用し、地域経済の

活性化と雇用創出に重点的に取り組んだ結果、財政規模は900億円前後まで拡大し、近年では、社会保障費の増大に加え、人口減少対策・子育て
支援の重点化、学校等の耐震化など大規模事業に積極的に取り組んだことにより、平成29年度には歳入・歳出決算額とも1,000億円を超えました。
令和４年度は、市町村合併後最大となる肉付け予算を計上し、コロナ・物価高騰対策への取組の推進、災害対応や脱炭素やデジタル化の加速、

子育て支援や地域共生社会の実現などに取り組んだ結果、歳入決算額1,153.2億円、歳出決算額1,123.7億円となりました。

※普通会計・・・総務省の定める会計区分の一つで、一般会計、特別会計など各会計で経理する事業の範囲が自治体ごとに
異なっているため、統一的な基準で整理して比較できるようにした統計上の会計区分。

954 
933 

958 969 

1,029 
1,008 

1,043 

1,326 

1,242 

1,153 

933 
913 

939 
955 

1,007 
983 

1,022 

1,299 

1,204 

1,124 

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

億円 歳入・歳出決算額

歳入決算 歳出決算

2



２ 歳入の状況



２ 歳入の状況
（１）歳入決算額の推移

市税は平成29年度以降、景気の穏やかな回復基調を受けて増加傾向となり令和元年度は239億円まで回復しました。令和４年度は
個人市民税の増などにより、回復傾向となった令和３年度を上回り、対前年度2.4億円増となりました。地方交付税は、合併算定替
が終了した平成28年度以降は230億円前後で推移していましたが、令和３年度は臨時的に措置された臨時財政対策債償還基金費など
の要因により250億円と大幅な増となりました。令和４年度は臨時財政対策債償還基金費の皆減や税収の回復により基準財政収入額が増加したこ
となどにより、対前年度10.7億円減となりました。
また、市債は、将来の財政負担を考慮して新規発行の抑制に努めていましたが、市有施設の耐震化・更新、工業団地整備、地域総合整備資金

貸付事業（いわゆる「ふるさと融資」）などにより平成27年度から増加傾向となり、新本庁舎整備が本格化した平成29年度以降、100億円を超
える発行が続いていましたが、令和４年度は、臨時財政対策債の減や新可燃物処理施設の完成による一般事業債の減などにより、対前年度42.3
億円減の83.7億円となりました。
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２ 歳入の状況
（１）歳入決算額の推移のつづき
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２ 歳入の状況
（２）税目別の市税の推移

令和４年度の市税収入のうち、個人市民税は、有効求人倍率が前年を上回り、平均給与も増加となるなど雇用所得環境に回復の
動きが見られたことから、対前年度0.9億円増の85.0億円となりました。
法人市民税は、原材料価格の上昇や輸入物価の上昇など幅広い業種で物価高騰の影響を受けたことから対前年度1.0億円減の

17.7億円となりました。
固定資産税は、地価の全体的な下落傾向による減少の一方で、家屋の新増築や設備投資の増加などから固定資産税全体で対前年度1.5億円増の

112.6億円となりました。
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２ 歳入の状況
（３）地方交付税等の推移

地方交付税には、普通交付税と特別交付税があります。これに加えて、本来、普通交付税として交付されるべきところを、国の
財源不足を理由に、後年度に交付税で措置されることとなる「臨時財政対策債」も実質的な地方交付税とみなしています。
令和４年度の実質的な地方交付税は、税収の回復などにより基準財政収入額が増となったこと、基準財政需要額は社会福祉費の減

や事務費の効率化に伴う包括算定経費の減、さらには令和３年度に限り措置された臨時財政対策債償還基金費の皆減などから、実質的な地方交付税
は全体で18.2億円の減となりました。
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２ 歳入の状況
（４）市債の推移

市債には、後年度の起債償還に対して交付税が措置される「臨時財政対策債」があり、実質的な市の負担額を適切に把握する
ために、便宜上、臨時財政対策債以外の市債を「一般的な市債」と位置づけています。この一般的な市債の中にも、償還の際に
交付税措置があるものもあり、必ずしも全てが本市の負担とは限りません。
令和４年度の一般的な市債は、市民体育館の再整備や⾧瀬団地建替事業など重点施策を進める一方で、新可燃物処理施設の完成により、対前年度

34.5億円減の68.0億円となりました。市債の発行にあたっては、将来負担を軽減するため、交付税措置率が高く、市の実質的な負担が少ない、有利な
市債を厳選しました。

※臨時財政対策債・・・国が財源不足により地方交付税の総額を確保できない場合に、不足分を地方が借り入れる地方債。
借入金返済額は、全額が地方交付税で賄われる。

※地域総合整備資金貸付事業債・・・地方自治体が地域振興に資する民間事業活動を支援するために⾧期の無利子資金
を融資する制度。元金償還額全額について充当可能な特定財源が見込まれる。
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3 歳出の状況



３ 歳出の状況
（１）目的別歳出の推移

行政の目的に着目して歳出を分類し、その推移を示したのが下図です。
「福祉に関する経費」は、住民税非課税世帯等に対する電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金が増（対前年度10.2億円

皆増）となった一方で、子育て世帯への臨時特別給付金（同29.1億円減）や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金（同9.5億
円減）などにより、対前年度22.9億円減となりました。
また、「環境衛生に関する経費」は、保健所体制強化事業（同3.0億円皆増）、感染症対策推進事業（同2.8億円増）などの新型コロナウイルス

感染症対応経費の増の一方で、新可燃物処理施設の完成に伴う建設負担金の減（同53.1億円減）や新型コロナワクチン接種費用の減（同4.3億
円）などにより、対前年度51.5億円減となり、歳出全体に占める割合は13.1%から9.4%に縮小しました。
「公営住宅の整備に関する経費」は、⾧瀬団地建替事業（同7.3億円皆増）などにより、対前年度8.4億円増となり、歳出全体に占める割合は

0.4%から1.1%に拡大しました。
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３ 歳出の状況
（１）目的別歳出の推移のつづき
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３ 歳出の状況
（２）性質別歳出の推移

歳出をその性質に着目して分類し、その推移を示したのが下図です。
令和４年度は、新可燃物処理施設の完成に伴う建設負担金の減（対前年度53.1億円減）により補助費等が減となり、歳出全体

に占める割合は17.3%から14.7%に縮小しました。また、扶助費についても、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金が増
（対前年度10.0億円皆増）となった一方、子育て世帯への臨時特別給付金（同29.0億円減）や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金
（同9.5億円減）の減などにより、対前年度21.9億円減となりましたが、扶助費が全体に占める割合が最も高くなっています。
また、義務的経費である人件費は、退職手当の減により、対前年度2.2億円減少しました。また、後年度に交付税で措置されることとなる臨時財

政対策債を除く公債費は2.3億円の減となりました。
投資的経費は、南中学校増改築事業、河原町総合運動場整備の減などにより、対前年度10.0億円の減となりました。

※義務的経費・・・地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に節減できない経費。

119 122 121 120 120 126 123 129 131 129 

166 180 183 193 193 190 199 206 250 228 

118 121 106 101 101 97 96 96 
99 97 

103 104 105 107 108 116 127 130 
151 162 

137 126 139 140 149 148 151 

374 208 
165 82 93 100 108 111 102 81 

182 

166 

151 

71 74 73 73 68 67 69 

71 

71 

71 

111 73 80 93 140 120 158 

86 

101 
91 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

億円 性質別歳出決算額

その他

投資的経費

繰出金

貸付金

補助費等

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

人件費

義務的経費

11



３ 歳出の状況

※人件費・・・職員等に対し、勤労の対価、報酬として払われる一切の経費。
扶助費・・・社会保障制度の一環として地方公共団体が法令等に基づき支出する経費及び単独で行う各種扶助の経費。
公債費・・・地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子。
物件費・・・地方公共団体が支出する消費的性質の経費の総称。
維持補修費・・・地方公共団体が管理する公共用施設等の効用を保全するための経費。
投資的経費・・・支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るものに支出される経費。

（２）性質別歳出の推移のつづき
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4 財政分析



４ 財政分析
（１）経常収支比率

経常収支比率とは、毎年収入される経常一般財源等が、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費にどれ
くらい充当されたかを示す指標です。この数値が高くなるにしたがって財政は硬直化し、政策的な事業への予算配分が困難となり
ます。
令和４年度は、地方交付税や臨時財政対策債などの減少により、経常収入一般財源が減少したことが影響し、経常収支比率は、前年度より

2.6ポイント増となる、88.2％となりました。
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※経常一般財源等・・・市税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源。



４ 財政分析
（２）健全化判断比率及び資金不足比率

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、平成19年度決算から各自治体の財政の健全化を指標によって判断すること
となりました。令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率については以下のとおりです。いずれの指標も財政の黄信
号となる早期健全化基準等を大幅に下回っています。
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※実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は「－」表記となるが、（ ）内に実績値を掲載し、黒字額をマイナス表記している。
※実質公債費比率とは、市のすべての会計と一部事務組合などの会計における借入金(地方債)の返済額とこれに準じる額が、市が収入し得る標準的な一般財源に対して、どれくらいあるのかを示す指標。
※将来負担比率とは、実質公債費比率の会計範囲に加えて土地開発公社や市が損失補償を行っている出資法人等を含む将来負担すべき実質的な債務が、市が収入し得る標準的な一般財源に対し
て、どれくらいあるのかを示す指標。

（２）健全化判断比率及び資金不足比率
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４ 財政分析
（２）健全化判断比率及び資金不足比率のつづき
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※資金不足額がない場合は「－」表記となりますが、（ ）内に実績値を掲載し、黒字額をマイナス表記しています。



４ 財政分析
（３）市債残高の推移

市債残高については、新本庁舎整備、新可燃物処理施設等の大型事業を見据えて新規発行の抑制や任意の繰上償還により着実に
減少させてきましたが、新本庁舎整備が本格化した平成29年度には1,000億円を超えました。令和４年度末の市債残高は、臨時
財政対策債の減少や新可燃物処理施設の完成などにより対前年度8.7億円減の1152.3億円となっています。
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（３）市債残高の推移のつづき
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４ 財政分析
（４）基金残高の推移

基金は、健全な財政運営を維持していくために、財政需要の高まる時期を念頭に置きながら計画的に積み立てを行ってきました。
市町村合併後は、新市の一体性を速やかに確立するためのインフラ整備や行政サービスの充実に基金を活用したことにより、基

金残高が減少していましたが、その後、国県支出金などを有効に活用した市政運営や徹底した行財政改革を進めたことで財源を積み増し、
平成27年度末には157億円となりました。
近年は、工業団地の整備や市有施設の耐震化・更新、企業立地促進補助金などの財源として活用したため、基金残高は減少傾向にありましたが、

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症緊急対策基金を2.7億円積立てするとともに、ふるさと納税の増加、また財政調整基金を2.4億円を積み
増しした結果、令和４年度末の基金残高は対前年度4.2億円増の108.2億円となりました。

※財政調整基金・・・やむを得ない理由で財源不足が生じた場合に活用するための積立金。
※減債基金・・・借入金の返済を計画的に行うための積立金。
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